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調査の背景・実施内容

 ロシアのウクライナ侵略によるエネルギー価格高騰を背景に、省エネの重要性が高まっている。資源エネルギー庁は、補助事業を
実施している省エネ診断について、令和４年度には例年の約３倍のスピードで申込が殺到したため、令和４年度第２次補正
予算で「省エネ拡充診断」を措置し、補助対象の診断を実施する企業・省エネ団体等を拡充した。

 今後、より多くの省エネ診断を継続的に実施するには、診断を行う専門人材を増やしていくことが必要。そのため、本調査におい
ては、ヒアリング等を通して国内の専門人材の実態を調査し、今後の人材増加に向けた課題を検討する。

 また、専門人材の増加に向けては、エネルギー需要家側でも、継続的な省エネの意識高揚が重要。

• そのため、海外におけるエネルギー需要家向けの政策を調査し、海外における政策動向を把握するとともに、

• 日本においても、エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（以下、「省エネ法」とい
う。）に基づく定期報告情報を事業者の同意に基づいて開示をする仕組みを創設するところ、その具体的な制度の運用
方法等を検討することで、省エネ法特定事業者等の更なる省エネを促していく。

 これらの調査を通じて、エネルギー需要側の省エネの意識を高め、より多くの省エネ診断の実施、企業等の省エネの取組の促進
につなげていくことを本調査の目的とする。
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診断員のペルソナ分析（分析②：現在個人事業主として活躍する診断員）

工場勤務やエンジニア職から診断員になるまでの流れ（イメージ）

 本アンケートの回答者で２番目に多くを占める個人事業主について、省エネ診断員になる前の職業を調査したところ、（従前から省エ
ネコンサルティング企業等で省エネ診断を実施していたわけではなく）工場勤務やエンジニア職として企業勤務していた事例が約半数
を占める。

 この点、どのような経緯で診断員として独立するケースが多いか、一般財団法人省エネルギーセンターにヒアリングを行ったところ、前職の
企業勤務の時点でエネルギー管理業務に従事していた方が、将来的な独立の可能性も見据えて、エネルギー管理士や技術士ならび
に、電気主任技術者の資格を保有し、定年退職等を契機に、省エネ診断員として独立する事例が多いとの示唆が得られた。

 他方、こうした資格を有する人材は、診断員以外への引き合いも多い可能性もあることから、今後、エネルギー管理士や技術士ならび
に、電気主任技術者の資格を有する人材にとっての省エネ診断員の職業としての魅力度を精査することも有用であると考えられる。

 また、個人事業主が所属していた企業・業界等へも、中小企業等の省エネ診断に関する情報の提供が重要と考えられる。

企業勤務（工場勤務

やエンジニア職）, 

48%

企業勤務（省エネコン

サルティング等）, 16%

その他, 36%

現在個人事業主として活躍する診断員の前職

工場勤務・エンジニア職

• 工場全体のエネルギー管理業務に従事
※電気・熱ともに一定の知見が必要。
※クイック診断の場合は、一部の設備に係る知見で
対応可能なケースも。

• 将来的に、資格を活用した独立を志し、エネルギー
管理士、技術士、電気主任技術者の資格を取得
している方々も多い

• 最初は、既に活躍する他の
診断員に同行する形で、診
断の流れを学ぶ。

• 数回の同行後、診断員とし
て独立、各地で診断実施。

診断員として活躍
定年等で
退職
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海外のエネルギー需要家向けの政策：①省エネ監査・診断（ドイツの事例）
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 ドイツでは、エネルギー診断をBENAS制度（Bundesförderung für Energieberatung für Nichtwohngebäude, 
Anlagen und Systeme）で実施。

 診断員はトレーニング制度により養成され、3年を目安に再度トレーニングを経て再認定される。

（出典）https://www.bafa.de/DE/Energie/Energieberatung/Nichtwohngebaeude Anlagen Systeme/nichtwohngebaeude anlagen systeme node.html

ドイツ BENASの概要

制度名 • 自主的なエネルギー監査 • 非住宅建築物エネルギー診断 • 効率改善保証契約付きエネルギー診断

診断内容
• 非住宅建物、産業プロセス、運輸を含む企

業が使用するエネルギー全般
• 非住宅建物 • 非住宅建物、設備など診断毎に指定する

診断費用
補助率

企業の負担額

• 診断費用：7,350€
(推定平均値、約114万円)
• 補助率：80%
• 企業の負担額：1,470€
(推定平均値、約23万円)

• 診断費用：8,450€
(推定平均値、約132万)
• 補助率：80%
• 企業の負担額：1,690€
(推定平均値、約26万)

• 診断費用：12,375€
(推定平均値、約193万)
• 補助率：80%
• 企業の負担額：2,475€
(推定平均値、約39万)

診断件数 • 2,321 (2022年) • 1,167 (2022年) • 4（2022年）

事業費 • 13.65百万€   (約21.3億円)
(2022年）

• 7.89百万€ (約12.3億円)
(2022年）

• 39,600€ （約618万円）
（2022年）

診断員
• エネルギーコンサルティング、建築およびエンジニアリングの従事者向けのトレーニング制度により養成され、3年を目安に再認定される。

人数：約14,000人(2023年11月)



海外のエネルギー需要家向けの政策：①省エネ監査・診断（米国・ニューヨーク州の事例）
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 米国ニューヨーク州ではGreen Energy Studiesプログラムを実施。建物のエネルギー診断を行う。

 診断員には理工系大学卒業またはエネルギー評価の実務経験2年以上等の要件を設定している。また、同プログラムを通じて
HVAC（暖房・換気・空調）や建物のエネルギーにマネジメントに関する教育プログラムを設けている。

 ニューヨーク州では大学等の教育機関でエネルギー技術、エネルギー管理、グリーンビルディング技術などの分野に特化した学位
を授与している。

（出典）https://www.nyserda.ny.gov/All-Programs/Small-Commercial-and-Not-for-Profits-Green-Jobs-Green-New-York-Energy-Studies

米国・ニューヨーク州 Green NY Energy Studies の概要

制度名 • Green NY Energy Studiesプログラム

診断内容 • 建物の照明、暖房、空調、換気、建物の外壁、温水、制御装置、モーター、および冷却/冷凍 (該当する場合) 装置

診断費用
補助率

企業の負担額

• フルタイム従業員数100名以下の中小企業や非営利団体が対象
• 補助金上限額：正社員数に応じて規定

100＄(10名以下、14,200円)
250$(50名以下、35,500円)
500$(100名以下、71,000円)

診断件数 • 149件(2022年7月-2023年6月)

事業費 • 37,064$(約5,300,000円) (2022年7月-2023年6月)

診断員
• 理工系大学卒業またはエネルギー評価の実務経験2年以上等の要件によりニューヨーク州エネルギー研究開発局が認定。
• 企業や学生、エネルギー会社や建物所有者にむけて、エネルギーマネジメントに関する教育プログラムも設けている。



海外のエネルギー需要家向けの政策：①省エネ監査・診断（スウェーデンの事例）
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 スウェーデンでは2015年から2021年にかけて中小企業向けエネルギーマッピング支援（Energikartläggningsstöd till små
och medelstora företag）プログラムを実施した。診断員としての要件は設けていないが、ほとんどの企業が外部のエネルギーコ
ンサルタント等の専門家に依頼したとされている。

 他方で、大企業には2014年から4年に1度エネルギー監査行うことが義務化されており、こちらは技術系大学の学位を有し、3年
以上の実務経験等の要件を満たした認定エネルギー監査員が行うこととされている。

（出典）https://www.energimyndigheten.se/utlysningar/energikartlaggningsstod-till-sma-och-medelstora-

foretag/#:~:text=Energikartl%C3%A4ggningsst%C3%B6det%20uppg%C3%A5r%20till%2050%20procent,st%C3%B6d%20ditt%20f%C3%B6retaget%20kan%20s%C3

%B6ka.上記出典に加え、スウェーデンエネルギー庁へのヒヤリングをもとに作成

スウェーデンのエネルギーマッピングサポートの概要

制度名 • Energikartläggningsstöd till små och medelstora företag（中小企業向けエネルギーマッピング支援）

診断内容
• 会社の事務所、建物、工場等の総エネルギー使用量を機器の種類によって監査する（熱、燃料、電気）。
• 周辺機器ごとエネルギー効率向上のための対策案も含む。

診断費用
補助率

企業の負担額

• 平均的診断費用：
年間エネルギー使用量に応じた目安 (SEK)
40,000 (300～499MWh、約55.6万)
60,000 (500～1,999MWh、約83.4万)
80,000 (2,000～3,999MWh、約111万)
100,000 (4,000～MWh、約139万)
補助率：50％

診断件数 • 888件 (2015～2021年)

事業費 • 1,900万SEK (約2億6,410万円) (2015～2021年)

診断員 • 要件なし。ただし、ほとんどの企業が外部のエネルギーコンサルタント等の専門家に依頼した。



海外のエネルギー需要家向けの政策：①省エネ監査・診断（フィンランドの事例）
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 2015年1月1日に施行されたエネルギー効率化法により、大企業にはエネルギー監査を義務付け、中小企業等はエネルギー
効率化をすすめるため自主的なエネルギー監査 (Vapaaehtoiset energiakatselmukset) への補助制度が開始した。

 エネルギー診断員の資格には、熱・燃料・HVACの検査を行うL資格、電気システムの検査を行うS資格、の２つがあり診断に
は2種類の資格保持者が必要。診断員はMotiva (本制度の統括組織) が実施するトレーニング (オンライン＋16時間＋演
習) を経て、認定される。

（出典）https://www.motiva.fi/yritykset/energiakatselmus/energiakatselmuksen askeleet pk-yrityksille

フィンランド  Vapaaehtoiset energiakatselmukset の概要

制度名 • Vapaaehtoiset energiakatselmukset （自主的なエネルギー監査補助）

診断内容
• 工場における包括的なエネルギー使用について、エネルギー利用状況の把握およびエネルギー効率へ向けた分析を実施、エネルギー効

率化対策を提示する。

診断費用
補助率

企業の負担額
• 診断費用：10,360€ (推定平均値、約160万円) 補助率：50%

診断件数 • 13 (2021年)

事業費 • 67,346€ (約1,050万円) (2021年)

診断員

• エネルギー診断員の資格には、熱・燃料・HVACの検査を行うL資格、電気システムの検査を行うS資格、の２つがあり診断には2種類
の資格保持者が必要。診断員は本制度の統括組織であるMotivaが実施するトレーニング(オンライン＋16時間＋演習)を経て、認定
される。

• 2023年1月 エネルギー検査員 L資格者 1444人、S資格者 872人 合計 2316人



海外のエネルギー需要家向けの政策：①省エネ監査・診断（オーストリア・シュタイアーマルク州の事例）

14

 オーストリアのシュタイアーマルク州では、エネルギー診断をWIN制度（Wirtschaftsinitiative Nachhaltige
Steiermark）で実施。診断員(WINコンサルタント)は所定のライセンス保持者を対象としている。

 エネルギー診断以外にも、環境マネジメントシステムの導入等にかかわる14の異なるアドバイザリーを実施。それぞれに、異なる
診断料単価・診断時間数の上限が規定されている。WIN制度では、診断員への継続的なトレーニングおよび診断の知見等の
情報を提供するネットワークが構成され、診断員のスキル向上が図られている。

（出典） https://www.win.steiermark.at/cms/ziel/169457672/DE/

オーストリア (シュタイアーマルク州) WINの概要

制度名 • Wirtschaftsinitiative Nachhaltige Steiermark (コンサルティングサービス支援プログラム)

診断内容
• シュタイアーマルク州 (州都：グラーツ) にある中小企業および地方自治体を対象。
• 建物、暖房設備、初期診断等のエネルギー診断に加え、エネルギーマネジメントシステム構築や環境会計等へのコンサルティング

診断費用
補助率

企業の負担額

• エネルギー診断：8,000€ (上限値、約124万円) 補助率：50% 企業の負担額：4,000€ (上限値、約62万円)

• 初期診断：1,800€ (上限値、約28万円) 補助率：70% 企業の負担率：540€ (上限額、約8万円)

診断件数 • 321 (2003~2022年平均値)

事業費 • 65万€ (約1億円) (2003~2020年平均値)

診断員

• コンサルタント会社へ所属し、土木技術者、弁護士、経営コンサルタント、エンジニアリング、建築士等のライセンスに加え、エネルギー
効率のトレーニング終了、実務経験3年以上が必要。

• エネルギー関連コンサルタント：127人(2023年11月)



海外のエネルギー需要家向けの政策：②エネルギー消費の報告・開示制度（全体像）

 産業・業務部門の更なる省エネに向けて、諸外国においても、エネルギー消費量やGHG排出量の報告・開示を求める制度が
運用されている。

 IEA（国際エネルギー機関）が2023年に公表したレポートにおいても、諸外国のエネルギー消費やGHG排出等に係る報告
制度について、報告内容や開示の有無について、比較がされている。

（出典）IEA 2023; The Evolution of Energy Efficiency Policy to Support Clean Energy Transitions, https://www.iea.org/reports/the-evolution-of-energy-
efficiency-policy-to-support-clean-energy-transitions, CC BY 4.0 15



海外のエネルギー需要家向けの政策：②エネルギー消費の報告・開示制度（豪州の事例）

 前頁のIEAの比較中、エネルギー消費量の報告を求めつつ、エネルギー規制当局が報告内容の開示制度の運用を行っている
ものとして、豪州のNGER制度（National Greenhouse and Energy Reporting Scheme）が挙げられる。

 同制度では、報告されたエネルギー使用量や温室効果ガス排出量について、クリーンエネルギー規制当局のHPにおいて、企業
ごとの実績値を開示している。

（出典） https://www.cleanenergyregulator.gov.au/NGER/National%20greenhouse%20and%20energy%20reporting%20data 16

NGER制度における開示のイメージNGER制度の概要

報告対象

• 施設基準：GHG排出量（Scope1＆Scope2）が25,000tCO2-e以上、
エネルギー生産量が100TJ以上、エネルギー使用量が100TJ以上

• 企業グループ基準：GHG排出量（Scope1＆Scope2）が50,000tCO2-e
以上、エネルギー生産量が200TJ以上、エネルギー使用量が200TJ以上

報告事項
• scope1とscope2の排出量とエネルギー生産量、使用量をポータルサイトを通じ

て電子で報告

公開情報
• 企業のGHG総量、エネルギー使用量、発電社の場合は発電所ごとの発電量、

排出量（総量、Scope1、 Scope2）、排出原単位、グリッド連結有無、一次
燃料源などの情報を毎年規制当局のウェブサイトで公開

公開基準 • 企業全体のGHG排出量（scope1+scope2）が50,000tCO2-e以上

罰則
• 違反時の民事罰を規定、従わなかった日数に応じて民事罰（罰金として1日当

たり100豪ドルなど）の責任を負う



海外のエネルギー需要家向けの政策：②エネルギー消費の報告・開示制度（ドイツの事例）

 ドイツでは新たなエネルギー効率法 EnEfG（ Energieeffizienzgesetz ）が、2023年11月13日に制定されている。

 同法では、企業に対して、エネルギー効率改善対策の計画開示を義務付けると共に、データセンターについてもエネルギー消

費やエネルギー効率にかかわる情報の開示を義務付ける。

（出典）https://www.gesetze-im-internet.de/enefg/BJNR1350B0023.html 17

ドイツのエネルギー効率法の概要

省エネ目標
• 2030 年の具体的な省エネ目標を定義。最終エネルギー消費量は、2030年までに26.5%削減し、1,867 TWh とする (2008 年比)。一次エネルギー

消費は、2030年までに39.3%削減し、2,252 TWhとする (2008 年比)。

連邦政府および州政府の省エネ義
務

• EU の要件を実施するために、連邦政府および州政府は2024 年以降、2030 年までに毎年、最終的に45 TWh (連邦政府)、3 TWh (州) のエネル
ギー節約を実現する省エネ対策を講じる義務が発生する。連邦政府が必要なエネルギー効率化対策を次期統合気候エネルギー計画（NECP）にまとめ、
欧州委員会に提出することを規定。

エネルギー節約における公共部門
の模範的な役割

• 年間合計2%の最終エネルギー消費節減を目的とした対策の実施を規定。連邦および州の公的機関は独自にとるべき措置を決定。

企業へのエネルギーまたは環境管
理システムの導入

• EnEfGは、エネルギー消費量の多い企業（年間エネルギー消費量7.5GWh以上）にエネルギーまたは環境管理システムを導入し、年間最終エネルギー消
費が2.5 GWh以上の企業は、経済的に実施可能なエネルギー効率対策を具体的な計画に記録し開示することを義務付け。

データセンターのエネルギー効率と
再エネ利用要件

• データセンターは、エネルギー消費や冷却システム等の効率基準に準拠することが求められる。エネルギー消費やエネルギー効率、再生可能エネルギーの利用
割合等の情報開示が義務化される。そのほか、再エネ利用割合の段階的な目標を設定（地域熱供給システムへ廃熱を供給する場合は適用除外）。

廃熱の回避と利用
• 企業は、合理的な限り、最新技術にを活用して社内の廃熱発生を回避し、技術的に回避が不可能な割合まで発生する廃熱を削減する義務を有する。廃

熱に関する情報を地域熱供給事業者に提供する。同情報は、企業秘密を保持しながら、廃熱プラットフォームで公開する。

罰則 • 規制遵守に不備があった場合、内容に応じて10 万ユーロ以下の罰金、または 5 万ユーロ以下の罰金が科される。







海外のエネルギー需要家向けの政策：⑤建築物におけるエネルギーの非化石転換 （ドイツの事例）

 ドイツは建築物のエネルギー消費にかかわるGEG法（Gebäudeenergiegesetz：建築物エネルギー法）を2023年12
月に制定、2024年1月から施行している。2024年1月から新規開発地域で、新設暖房設備は、最低65％の再エネで稼働
できるようにすることが要件化された。その他の地域では、地方政府で地域熱供給を用いた経済合理性のある「熱計画」が策
定されるまでは、同法は適用されない。人口10万人以上の大都市は、2026年7月までに、小規模都市は2028年7月までに
熱計画を提出する必要がある。

ドイツの建築物エネルギー法の概要
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(出典) BMW (2023) “Draft law to amend the Building Energy Act”、https://www.energiewechsel.de/KAENEF/Redaktion/DE/Dossier/geg-gesetz-fuer-erneuerbares-
heizen.html、https://www.energiewechsel.de/KAENEF/Redaktion/DE/Bilder/Infografiken/infografik-geg-2024-neubau-bestandsbau.html
https://www.energiewechsel.de/KAENEF/Redaktion/DE/Dossier/beg.html

規制
内容

①新規開発地域* • 暖房システムの新設は、2024年1月1日から少なくとも65％の再エネで稼働できるようにする。

②既存・新規開発地域以外
• 自治体は、大都市では、2026年まで、小規模都市では2028年までに熱計画を策定する必要がある。
• 既存建築物ならびに新規開発地域以外では、それぞれの自治体の熱計画ができるまでの間、石油・ガス暖房の設置は可能である。

ただし、2029年以降は③の通りの再エネ混合率を満たす必要がある。

③既存・新築開発地域以外で自治体の熱計画策定以
前にガス暖房設備を2024年以降導入した場合**

• 2029年以降、バイオマスや水素といった再エネ混合率を段階的に増加させなければならない（2029年：15%、2035年：
30%、2040年：60%、2045年100%）。

技術
• 65％再エネルールに適合するのは以下の技術：ヒートポンプ、太陽熱、ハイブリッドヒートポンプ、H2 Readyガスボイラー（水素が

供給されない場合は、バイオメタンをの割合を段階的に増やす必要がある）。

化石燃料暖房設備の利用期限 • 2044年12月31日を期限として、化石燃料の暖房利用は終了。

助成措置
• 適切な投資が行えるよう、石油ガス暖房システムの販売前に「Mandatory Consultations」が導入される予定。CO2課税が家

庭用ガスにも今後引き上げられることから、ガス価格が2027年以降上昇する見通し。CO2価格と気候変動対策に関する「教育
キャンペーン」も実施予定。州は資金提供を通じて費用の 30 ～ 70%をカバーできる。

*新規開発地域：歴史的都心部に対して新都市地区（Neubaugebiet）とも呼ばれる。**2026 年または 2028 年に熱計画の期限が切れた後も、65%のグリーンガス(バイオメタン、またはグリーンorブルー水素)で稼働するガスボイラーは原則として設置し続けることができる。水素ネットワークへの接続
が計画通りに実施できない場合は、3年以内に少なくとも65％が再生可能エネルギーで電力が供給される暖房システムに切り替える必要がある。



海外のエネルギー需要家向けの政策：⑤建築物におけるエネルギーの非化石転換 （オランダの事例）

 オランダ政府は2026年1月1日からハイブリッドヒートポンプを最低エネルギー効率基準とする（実質ガス・石油ボイラーの
新設排除）ことを2022年5月に公表し、基準の改定にかかわる準備を行っている。

 集合住宅や歴史的建造物、ならびに地域熱供給へのアクセスを有する住宅等は同基準の適用除外となる。

オランダの暖房用機器に関する最低エネルギー効率基準案の概要
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（出典） https://www.rijksoverheid.nl/actueel/nieuws/2022/05/17/hybride-warmtepomp-de-nieuwe-standaard-vanaf-2026、https://www.verbeterjehuis.nl/hoe-betaal-ik-
het/subsidies/

内容 • 2026年1月1日からハイブリッドヒートポンプを最低エネルギー効率基準とする。

規制対象 • 家庭部門の新規設置ならびに置き換えにおいて、本基準が適用される。
• 業務ビルで年間の電力消費量が50,000kWh以下または年間のガス消費量が25,000㎥以下の場合において、本基準が適用される。

移行期間と適用除
外

• 集合住宅ならびに歴史的建造物は適用除外となる。
• 地域熱供給へのアクセスを有する住宅も適用除外とされる。
• ハイブリッドポンプの室外機を置く場所がない場合や、騒音対策のために追加コストが生じたことで、7年以内に投資額が回収できない場

合も適用除外とする。
• 地域熱供給ネットワークへの接続が予定される場合、10年間の移行期間を設ける。

助成措置 • 平均的に費用の30％程度の補助金を支給（機種によって異なる）。政府は2030年まで、毎年1.5億ユーロの予算を用意する。
• 世帯収入が60,000ユーロを下回る場合は、無利子での融資を政府が提供する。



海外のエネルギー需要家向けの政策： ⑤建築物におけるエネルギーの非化石転換 （米国の事例）

 米国では、建築物の非化石転換について、州・都市ごとに様々な検討が行われている。

 米国政府は家庭用ガスファーネスの効率基準を2023年9月29日に改定した。同基準では、95%を最低エネルギー効率基準と
設定している。そのほか、家庭用暖房・給湯機の最低エネルギー効率基準の改定案を検討中である。

米国のガスファーネス基準の概要
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米国の建築物における非化石転換に関する動向

ガス禁止の禁止
• 2023年11月の時点で、25州でガス禁止を禁止する法案を可決。

現在、7州で本法案が審議中。

電化促進

• 建築基準法で規制：ニューヨーク州、ワシントン州。
• 建築基準法で新築で電化Readyを規定：カリフォルニア州。
• 新築でのガス利用の禁止を審議中：コネチカット州、メリーランド州、

ニュージャージー州、ロードアイランド州。
• 都市：デンバー、LA, NYC, サンフランシスコ、ワシントン D.C.等、

新築建築物における電化を規定。マサチューセッツ州の都市は、条
例変更を目途とした電化パイロット事業を実施。

暖房設備・給湯器
の基準改定

• 米国エネルギー省は家庭用暖房・給湯器の基準改定に関する対応
を以下の通り実施。

• 家庭用暖房：ガスファーネスの最低エネルギー効率基準95％に
（左表）。

• 家庭用暖房：ガス・石油ボイラーの最低エネルギー効率基準の改
定案を8月14日に提示。

• 家庭用給湯器：ガス・石油・電気給湯器の最低エネルギー効率基
準改定案を7月21日に公表。

(出所) https://www.federalregister.gov/documents/2022/08/30/2022-18589/energy-conservation-program-energy-conservation-standards-for-consumer-furnaces
https://www.ecfr.gov/current/title-10/chapter-II/subchapter-D/part-430?toc=1、 eCFR :: 10 CFR Part 430 -- Energy Conservation Program for Consumer Products
eCFR :: 10 CFR Part 1003 -- Office of Hearings and Appeals Procedural Regulations

新基準（2028年
適用開始）

• Non-Weatherized Gas Furnaces＊：95％（年間燃料利用
効率）

• Mobile Home Gas Furnaces＊＊：95％（同上）

旧基準（2007年
基準策定、2015年
適用開始）

• Non-Weatherized Gas Furnaces：80％（年間燃料利用効
率）

• Mobile Home Gas Furnaces：80％（同上）

適用除外 • Energy Policy and Conservation Act (EPCA, エネルギー政
策と省エネルギー法）では、年間の総事業収益が800万ドル以下の
事業者は、同基準の施行以降24か月の間、基準のすべてまたは一
部が適用除外となる。

• 事業者が特定の条件下（総事業収益800万ドル以下で、同法の
適用が著しく競争条件に影響することを証明する資料を提出）にあ
る場合は、適用除外となるための公聴会を開催することが可能である。

罰則等 • メーカーは、試験結果の報告が無い場合は、提出期限から経過した
日数に応じて罰金が科される。

(注) Non-Weatherized Gas Furnaces＊：室内設置用ガスファーネス（室外用ではない）、 Mobile Home Gas Furnaces＊＊ ：トレーラーハウス用ガスファーネス
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省エネ法定期報告情報の開示制度の検討

 省エネ法では、事業者全体のエネルギー使用量（原油換算）が合計して1,500kl/年以上である事業者を特定事業者等と
して指定し、毎年度エネルギーの使用状況等の報告を求めている。

 近年、サステナビリティ投資や関連情報の開示が進展する中で、事業者の省エネ・非化石エネルギー転換の取組の情報発信を
促すため、資源エネルギー庁は、定期報告書等の情報を、事業者の同意に基づき開示する制度を創設することとしたところ。

 本調査では、金融機関をはじめ、本開示シートの読み手として期待される事業者とのヒアリング等を実施するなかで、開示制度
の運用にあたって工夫しうる点を検討し、その活用にあたって必要な情報の解説を行う「手引き」を策定した。

定期報告情報の開示制度イメージ
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二次利用未承諾リスト

頁 図表番号

16 NGER制度における開示のイメージ
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